
令和８年度デジタル庁調達改善計画 

 

令和８年３月 31日 

デジタル庁 

 

調達改善計画については、「調達改善の取組の推進について」（令和８年１月

27日行政改革推進会議決定）及び「調達改善の取組の強化について（調達改善

の取組指針の策定）」（平成 27年１月 26日行政改革推進会議了承）を踏まえ、

デジタル庁において、調達改善のための取組を推進するために策定するもので

ある。 

なお、本計画の記載項目については、「令和８年度調達改善計画の策定につい

て」（令和８年２月３日内閣官房行政改革・効率化推進事務局通知）に基づくも

のである。 

 

 

ア 調達の現状分析 

（１）契約種別の状況 

令和６年度の調達の契約種別は表１のようになっており、契約件数は 

459 件、契約金額は 1,788 億円となっている。そのうち競争性のある契約

は 329件（全契約に占める割合 72％）、競争性のない随意契約は 130件（同

28％）となっている。令和５年度の契約金額は 1,037 億円であったことか

ら大幅な増加となっているが、これはガバメントソリューションサービス

への移行が進展し、ネットワーク環境構築に係る大規模な契約が増加した

ことによることが要因であると考えられる。 

なお、競争契約に占める総合評価落札方式での調達は、件数ベースでは

45％、金額ベースでは 97％となっている。また、令和５年度から、より技

術力、企画力を重視した情報システム調達において試行的に実施している

プロポーザル型企画競争では、件数ベースで 31％、金額ベースでは 30％と

なっている。 

また、随意契約（少額を除く）については、随意契約審査委員会におい

て、真に随意契約によらざるを得ない理由等を審査しており、引き続き、

競争性のある契約への移行が進むよう厳正な審査を実施していく。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 令和６年度末自己評価の「契約種別規模に係る計数」及び「応札状況に係る計数」に基づき分類。 

※２ 金額及び比率については、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 
※３ 競争契約とは、一般競争契約をいう。以下表２、表４及び表５について同じ。 

※４ 競争契約に占める、最低価格落札方式又は総合評価落札方式の件数及び契約金額の割合である。 
※５ デジタルマーケットプレイスを用いた調達の応札者が 1者であった場合の随意契約については、「競争性のあ 

る契約」のうち「公募による随意契約」に分類する。 

※６ 「競争性のない随意契約」は随意契約（少額随意契約は含まない）から、①プロポーザル型を含む企画競争に 
よるもの、②公募を実施したもの、③不落・不調によるもの、を除いたものとしている。 

 
 

（２）応札状況による分析 

令和６年度の調達の応札状況は表２のようになっており、総合評価落札

方式での一者応札の割合は、件数ベースで 48％、金額ベースで 53％と共に

高い状況である。また、企画競争 においては件数ベースで 35％と、総合評

価落札方式よりは低いものの、金額ベースでは 60％を占め、規模の大きい

調達案件で一者応札になったことが伺える。 

今後も、中小・スタートアップ企業等を含めた新規事業者の競争参加を

促す手法を積極的に活用するなど、競争性を高める取組を推進する。 

 

 

 

 

 

 

表1　※１※２ 令和６年度デジタル庁における調達の契約種別 （単位：件、億円）
契約件数 割合 契約金額 割合

136 30% 820 46%
75 55%  ※４ 23 3%  ※４

うち一般競争契約 (75) ー (23) ー
うち指名競争契約 (0) ー (0) ー

61 45%　※４ 798 97%　※４

うち一般競争契約 (61) ー (798) ー
うち指名競争契約 (0) ー (0) ー

155 34% 552 31%
144 31% 543 30%
291 63% 1,373 77%

28 6% 80 4%
10 2% 121 7%

329 72% 1,574 88%
130 28% 214 12%
459 100% 1,788 100%

競争性のない随意契約　※６

合計

小計
公募による随意契約　※５

不落・不調による随意契約
競争性のある契約計

総合評価落札方式

競争性の
ある契約

競争契約　※３

最低価格落札方式

企画競争による随意契約
プロポーザル型企画競争

契約方式



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 令和６年度末自己評価の「応札状況に係る計数」に基づき分類。 

※２ 金額及び比率については、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

※３ 表２の「公募による随意契約」欄には、『「公共調達の適正化について（平成 18年財計第 2017号）」   

1.(2)②ホ(イ)及びヘ』にある「試験又は講習の実施に係る会場の借上げについて、日時、場所及び収容人員

等の諸条件を明らかにしたうえで、公募を行うもの」及び「一定の要件を明示したうえで公募を行い、当該要

件を満たす者から申込みがあった場合には、全ての者と契約するもの」（タクシーチケット供給業務等の複数

者との契約を前提としているもの）については、計上しないこととする。そのため、表１とは数値が一致しな

いことがある。 

 ※４ 公募を実施した結果、複数者からの応募があり競争契約又は企画競争による随意契約に移行した契約について

は、契約相手方の最終的な選定手続き（競争契約又は企画競争による随意契約）により整理し、公募による随

意契約としては整理しないこととする。なお、この場合における競争参加者数の区分は、公募後に行った競争

契約又は企画競争による随意契約への競争参加者数により整理する。 

 ※５ 応募者がいないときに特定の 1 者と契約を行う場合は、公募による随意契約の１者として整理する。 

 

（３）調達経費の内訳に関する分析 

令和６年度の調達経費の内訳は、表３のとおりであり、「情報システム」、

「調査研究」の占める割合が高い。 

そのうち、「情報システム」については、件数ベースで 46％、金額ベー

スでは 91％となっており、デジタル庁における最大の調達項目となってお

り、特に情報システムの整備・改修に係る契約が件数ベース、金額ベース

とも最大となっている。 

また、「調査研究」については、件数ベースで 27％と、「情報システム」

に次いで高い割合であるものの、金額ベースでは 4％となっていることか

ら、「情報システム」よりも 1件あたりの契約金額が低い傾向にあることが

伺える。 

表2　※１※２ 令和６年度デジタル庁における調達の応札状況 （単位：件、億円）

契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 契約件数 契約金額
競争契約（最低価格落札方式） 19 7 56 15 75 23

割合 25% 30% 75% 70% 100% 100%
19 7 56 15 75 23
ー ー ー ー ー ー

競争契約（総合評価落札方式） 29 420 32 377 61 798
割合 48% 53% 52% 47% 100% 100%

29 420 11 377 40 798
ー ー ー ー ー ー

企画競争による随意契約 55 332 100 221 155 552
（プロポーザル型企画競争） (55) (332) (89) (211) (144) (543)
割合 35% 60% 65% 40% 100% 100%
（プロポーザル型企画競争） (38%) (61%) (62%) (39%) (100%) (100%)

公募による随意契約 ※３※４※５ 18 80 ー 18 80
割合 100% 100% ー ー 100% 100%

１者 ２者以上 合計

うち一般競争契約
うち指名競争契約

うち一般競争契約
うち指名競争契約



また、令和６年度の競争契約における調達経費の内訳は、表４のとおり

である。 

   

契約件数 契約金額
1 3

0% 0%
0 0

0% 0%
1 3

212 1,626
46% 91%

整備・改修（D) 69 822
割合（D/N） 15% 46%
運用・保守（E） 41 389
割合（E/N） 9% 22%
支援（F） 33 79
割合（F/N） 7% 4%
ライセンス（G） 18 51
割合（G/N） 4% 3%
その他（H） 51 285
割合（H/N） 11% 16%

122 79
27% 4%

10 9
2% 1%
21 2
5% 0%
13 48
3% 3%
80 21

17% 1%
458 1,785
459 1,788

令和６年度デジタル庁における調達経費の内訳

公共工事に係る調査及び設計業務等（B）

公
共
工
事
等

公共工事（A）
割合（A/N）

本庁（庁全体）

割合（I/N）

物品等購入（K）

割合（B/N）
小計

広報事業（J)
割合（J/N）

割合（C/N）

調査研究（I)

物
品
役
務
等

情報システム（C)

割合（K/N）
賃貸借等（L）
割合（L/N）
その他役務（M）
割合（M/N）

小計

（単位：件、億円）

表３ ※１※２※３※４

合計（N）  
※１ 金額及び比率については、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

※２ 情報システムとは、情報システムの設計、開発、環境構築、改修、運用、保守、作業支援、工程管理等の役務

のほか、情報システムに必要なハードウェア、ソフトウェア、ライセンスに係る調達を指す。 

※３ 調査研究とは、調査、分析、解析、実証等を行う調達を指す。 

※４ デジタル庁では、地方支分部局を有していない。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 
※１ 金額及び比率については、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

※２ 情報システムとは、情報システムの設計、開発、環境構築、改修、運用、保守、作業支援、工程管理等の役務

のほか、情報システムに必要なハードウェア、ソフトウェア、ライセンスに係る調達を指す。 

※３ 調査研究とは、調査、分析、解析、実証等を行う調達を指す。 

※４ デジタル庁では、地方支分部局を有していない。 

 

 

契約件数 契約金額
1 3

1% 0%
0 0

0% 0%
1 3

59 756
43% 92%

整備・改修（D) 9 522
割合（D/N） 7% 64%
運用・保守（E） 23 169
割合（E/N） 17% 21%
支援（F） 5 13
割合（F/N） 4% 2%
ライセンス（G） 10 8
割合（G/N） 7% 1%
その他（H） 12 44
割合（H/N） 9% 5%

26 10
19% 1%

1 0
1% 0%
15 1

11% 0%
7 46

5% 6%
27 4

20% 0%
135 817
136 820

令和６年度デジタル庁における競争契約における調達経費の内訳

割合（A/N）
公共工事に係る調査及び設計業務等（B）

公
共
工
事
等

公共工事（A）

本庁（庁全体）

割合（I/N）

割合（B/N）
小計

広報事業（J)
割合（J/N）

割合（C/N）

調査研究（I)

物
品
役
務
等

情報システム（C)

物品等購入（K）
割合（K/N）
賃貸借等（L）
割合（L/N）
その他役務（M）
割合（M/N）

小計

（単位：件、億円）

表４ ※１※２※３※４

合計（N）



（４）競争契約における一者応札に係る調達経費の内訳に関する分析 

令和６年度の競争契約における一者応札に係る調達経費の内訳は、表５

のようになっており、件数ベース、金額ベースとも「情報システム」の調

達の占める割合が最も高く、「情報システム」の中では、件数ベースでは「運

用・保守」が、金額ベースでは「整備・改修」が最も高い割合を占めてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

契約件数 契約金額
0 0

0% 0%
0 0

0% 0%
0 0

30 408
63% 96%

整備・改修（D) 5 230
割合（D/N） 10% 54%
運用・保守（E） 16 161
割合（E/N） 33% 38%
支援（F） 3 13
割合（F/N） 6% 3%
ライセンス（G） 5 4
割合（G/N） 10% 1%
その他（H） 1 0
割合（H/N） 2% 0%

6 2
13% 0%

0 0
0% 0%

1 0
2% 0%

3 16
6% 4%

8 1
17% 0%

48 427
48 427

令和６年度デジタル庁における競争契約における一者応札に係る調達経費の内訳

割合（A/N）
公共工事に係る調査及び設計業務等（B）

本庁（庁全体）

公
共
工
事
等

公共工事（A）

割合（I/N）

割合（B/N）
小計

広報事業（J)
割合（J/N）

割合（C/N）

調査研究（I)

物
品
役
務
等

情報システム（C)

物品等購入（K）
割合（K/N）
賃貸借等（L）
割合（L/N）
その他役務（M）
割合（M/N）

小計

（単位：件、億円）

表５ ※１※２※３※４

合計（N）



※１ 金額及び比率については、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 
※２ 情報システムとは、情報システムの設計、開発、環境構築、改修、運用、保守、作業支援、工程管理等の役務

のほか、情報システムに必要なハードウェア、ソフトウェア、ライセンスに係る調達を指す。 

※３ 調査研究とは、調査、分析、解析、実証等を行う調達を指す。 
※４ デジタル庁では、地方支分部局を有していない。 

 

（５）重点的な取組及び共通的な取組  

別紙様式１のとおり  

 

（６）その他の取組  

別紙様式２のとおり 

 

イ 自己評価の実施方法 

調達改善の自己評価については、調達改善計画の実施状況に基づき、年度終

了後に実施し、その結果をデジタル庁ホームページで公表するとともに、自己

評価結果及び年度途中における自主点検の結果を、外部有識者等からの提言及

び助言も参考として、その後の調達改善の取組や調達改善計画の策定に反映さ

せるものとする。 

 

ウ 調達改善の推進体制等 

（１）推進体制 

調達改善の推進に向けて、デジタル庁調達改善推進チームが中心となり、

必要に応じて関係部署と連携しながら、デジタル庁における調達の課題把握

や調達改善に向けた方向性等について検討する。 

【デジタル庁調達改善推進チーム】 

統括責任者  総括審議官（戦略・組織グループ） 

副統括責任者 参事官（会計担当） 

メンバー   デジタル調達制度研究官 
企画官（会計担当） 

        参事官補佐（会計担当） 

        関係グループ担当 

 

（２）外部有識者の活用 

取組の推進に当たっては、デジタル庁入札等監視委員会の意見を活用す

る。 

 

（３）内部監査の活用 

調達改善計画に基づく取組状況については、監査担当が行う内部監査を

活用する。 



重点的な取組、共通的な取組

（原則、定量的に記載）
目標達成
予定時期

【特定の事業者の優位性排除】
・仕様内容・要件案等に関して、複数
の事業者から意見を聴取するなど特
定の事業者に有利に働く状況を可能
な限り排除する。
・クラウドソフトウェア(SaaS)の調達に
デジタルマーケットプレイスを積極的
に活用し、調達手続きの迅速化、調
達先の多様化を図る。

デジタルマーケットプレイスの
活用を庁内にあらためて周知
し、調達件数を増加させる。

【新規参入事業者への配慮】
・新規参入事業者の参加を阻害しな
いよう、公告期間、既存事業者との引
継ぎやノウハウ蓄積のための十分な
期間の確保を行う。
・新規参入事業者が業務内容や業務
量を十分理解し、適切な入札価格を
算出出来るようにするため、仕様書等
の記載内容は、具体的かつ分かりや
すく記載するものとし、関連する資料
についても閲覧資料として引き続き準
備する。

特に毎年度同一の事業者と
契約している運用保守や調査
研究等の調達案件において、
新規参入事業者を増加させ
る。

【一者応札の回避、競争参加者確保
に向けた取組】
・情報システム調達において、複数の
事業者に対する意見聴取や参考見積
を依頼するなど声掛けを行うととも
に、評価項目にデジタルスタートアッ
プ加点措置を入れるなど、多様な事
業者の参加を促す取組を継続する。
・引き続き、デジタル庁における過去
の契約事業者（再委託事業者を含
む）をデジタル庁のウェブサイトに公
開し、再委託事業者に多い中小企
業、設立後間もない企業においても
契約締結に向けた検討に資する取り
組みを行う。

競争性確保の向上のため、こ
れまでの調達状況を踏まえ、
更なる改善に取り組む。

随意契約を行おうとする場合は、「随
意契約審査委員会」において、真に
随意契約であるべきか法的根拠も含
めた事前審査を行うとともに、競争性
のある調達方式に移行できないかの
検討を行う。

都度「随意契約審査委員会」
を開催し、競争性のある調達
への移行など適切な調達方
法を検討する。

入札等監視委員会で調達に関する改
善案を提案された場合、同委員会に
おいて講じた措置を報告する。

年２回開催する入札等監視委
員会において提案された改善
策について、調達改善計画に
反映することを検討する。

・電子調達システム（GEPS）による入
札・契約手続の更なる利用促進を図
るため、引き続き、原則電子入札及び
電子契約によることを入札公告に記
載する。
・電子契約のメリットをPRし、入札によ
らない案件も含めて電子契約の推進
に取り組む。

A R4

電子入札・電子契約につい
て、調達事務の簡素化、効率
化の観点から更なる利用拡大
を図り、電子入札率、電子契
約率ともに、前年度から向上
させる。

アプリに登録した契約情報を公表資
料や例年実施される調査の作成に活
用し、事務の効率化・省力化を行う。

A R6
情報を集計して資料作成に要
する作業を効率化し、所要時
間を短縮させる。

R９年
３月まで

〇 調達改善に向けた審査・管理の充実

情報システム調達におけるベン
ダーロックイン等の課題を解消
し、公平、公正な調達環境を整え
る必要があるため。

A R4
R９年

３月まで

情報システム調達の改善〇 R4A＋

令和８年度の調達改善計画

重点的
な取組

共通的
な取組

取組の項目 具体的な取組内容
重点的な取組の

選定理由
難易度
※１

取組の
開始年度

取組の目標

〇 調達事務のデジタル化の推進
R９年

３月まで

※１　難易度

A＋：効果的な取組
A　：発展的な取組
B　：標準的な取組

●電子入札率、電子契約率の定義は下記のとおりとする（「政府調達(公共事業を除く)手続の電子化推進省庁連絡会議専門部会（第63回）及
びシステム設計ＷＧ（第84回会合）」（令和７年10月30日デジタル庁)。
電子入札率＝電子入札実施案件数÷開札案件数
・電子入札実施案件数：開札された入札案件のうち、電子入札を行った民側利用者が少なくとも1社存在する開札案件数。（随意契約は含ま
ず。）
・開札案件数：調達実施申請が完了し、入札対象となった案件のうち、電子調達システムにおいて開札が執行された案件数。（随意契約は含ま
ず。）
電子契約率（入札案件）＝（電子契約案件数（入札案件）＋請書省略案件数（入札案件））÷開札案件数
・電子契約案件数（入札案件）：契約確定件数のうち、「契約書」または「請書」を、「電子」で実施した案件数。（随意契約は含まず。）
・請書省略案件数（入札案件）：契約確定件数のうち、「請書省略」とした案件数。（随意契約は含まず。）
電子契約率（全案件）＝（電子契約案件数＋請書省略案件数＋少額物品調達案件件数）÷（調達実施申請件数＋少額物品調達案件数）
・請書省略案件数：契約確定件数のうち、「請書省略」とした案件数。
・少額物品調達案件数：少額物品調達業務において契約締結済となった案件数。
・調達実施申請件数：調達実施案件登録で調達実施申請案件を作成し、決裁まで完了した案件数。（一時保存状態の案件数は含まず。）
※電子契約率（全案件）は、電子調達システムに登録せず、入札から契約までが紙のみで完了する案件は対象外であり、GEPS（少額物品調達
業務も含む）を用いて契約した案件が対象である。
※年度をまたいで入開札・契約が行われる案件がある際などに、電子入札率・電子契約率が100%を超える場合がある。（例：3月に入札公示、4
月に開札の案件）

様式１



継続

継続
クレジットカード決済の活用
・海外出張経費の精算、高速料金、職員旅費の支
払にクレジットカード決済を活用する。

その他の取組
調達改善計画

具体的な取組内容
新規
継続
区分

職員の資質向上
・会計事務にかかる手引き書等の整備、共有や勉
強会を実施して、庁内職員の資質向上を図る。

様式２
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